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 1．はじめに
 我国では，政府，報道機関，調査機関等々により，多くの世論調査が実施されている．それ
ら世論調査で取り扱われる話題は多岐にわたっており，調査という手法は，話題に依らず，世
論を知るための一般的な方法として定着している．ただし，個々の話題についてみると，一過
性の問題として扱われる場合が多く，継続的に調査されている話題ぽ一部に過ぎない．話題の
適時性や費用などの問題もあり，継続調査が必ずしも常に現実的とは思われないが，最近の調
査環境の悪化に伴う回収率の低下や人間の反応の多様性および複雑さを考えた場合，継続調査
は世論調査結果から情報を抽出するために重要である．本稿では，平滑化法による世論調査結
果の解析を通じ，継続調査の有用性を示す．
 解析で用いる平滑化法は，階差制約とベイズ型尤度に基づくベイズ的平滑化法である．その
基本的枠組み，特にベイズ型尤度の利用は，Akaike（1980）により議論されている．ベイズ的
平滑化法を用いるのは，他の方法，すなわち，核関数による回帰や平滑化スプラインなどの分
布を仮定しない方法，および解析関数による回帰や回帰スプラインなどの尤度に基づく方法に
比べ，滑らかさの調整の容易さや推論の組立て易さの点において優れているからである（詳細
については，柏木・柳本（1990）を参照されたい）．現在までに，ベイズ型尤度に基づく多くの
方法が開発されている（例えば，柏木（1982），柏木一伊谷（1986），Kashiwagi andYanagimoto
（1992），Kashiwagi（1993））．また，世論調査結果の解析法として，多項系列データの平滑化（柏
木・岸野（1987））や構造的変化の検知（Kashiwagi（1991））などもある．
 2．データと問題点
 解析に使用するデータは，1975年1月から1980年6月までの間に朝日新聞社，読売新聞社，
毎日新聞社，共同通信社，および中央調査社の民間機関5社により実施された政党支持率調査
の結果の内，自民党支持率の結果である．このデータを用いたのは，政党支持率は複数の機関
により長期間継続的に調査されている極めて貴重な話題のひとつであり，また，期間中最も高
い支持率を示したのが自民党であったためである．
 データを図1に示す．横軸は年月，縦軸は支持率を表わし，各社の調査結果をA～Eの記号
により記してある．
 図からすぐ分かるように，各社の調査結果には標本変動だけでは説明できない差異が存在す
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図1．1975年1月から1980年6月までの間の朝日新聞社（A），読売新聞社（B），毎日新聞社（C），
   共同通信社（D），および中央調査社（E）による自民党支持率．
る．一般に，これらの差異は調査技法の違いにより生じたと理解されている．実際，調査では，
例えば，設問の違いにより調査結果に差異が生じるという事態は珍しくなく，調査技法は調査
結果を左右する重要な要因となっている．ただし，調弁結果を解釈する立場からすれば，そう
した差異は望ましい存在ではない．なぜなら，無作為標本抽出を用い，同一の話題について調
査しているにもかかわらず，調査技法の違いにより調査結果が異なっては，調査結果の客観的
意味が不明となり，解釈が困難になるからである．実際，図1のように同一時点の支持率に0．2
もの開きがあっては，支持率自体の解釈は難しい．
 一方，図1のデータを継続調査の結果，すなわち，時系列として眺め，推移の様相のみに注
目すると，各社の調査結果の差異は系統的であるようにも見える．つまり，各社の調査結果に
共通のトレンドが存在し，それに系統的な差異を生じさせる成分が付加された可能性がある．共
通トレンドが存在すれば，それは調査技法に依らない世論の動向を反映した客観的な情報とい
える．なぜなら，各社の調査は各々独立に実施されているからである．そこで，共通トレンド
の有無について検討する．
 次章で，先ず，共通トレンドが存在しない場合および存在する場合双方に対するモデルを仮
定する．第4章で，これらのモデルに対する推定法について述べる．共通トレンドの有無は，仮
定したモデルの内から最善のモデルを選択し判定する．モデル選択法については第5章で述べ
る．そして，第6章で，解析結果を示す．
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 3． モ デ ル
 本章では，解析に用いるモデルについて述べる．ここで，ルをク番目の会社による左時点に
おける調査結果としておく．添字クは図1中のA～Eに対応し，左は1975年1月から1980年6
月までの各月に対応する．従って，今の場合，ク＝1，．．．，5であり，1≦；彦く66である．添字左の範
囲を不等号で表わしたのは，会社により欠測が存在するためで，左は各ダ毎にルが存在する時
点全てを示すという意味で用いる．また，期間申におけるク番目の会社の調査結果の数をm｛と
し，m＝Σm。とする．
 先ず，共通トレンドが存在しない場合のモデルとして，以下の各社毎に個別のトレンドが存
在するモデルを仮定する．
 （Mode1Ia） ル＝加十吻， 吻～i．i．d．M（0，σ麦）， ク＝1，．．．，5， 1く云く66，
 （ModeI Ib） κ批＝2伽，士一r灼，亡一2＋伽， 舳～i．i．d．M（O，δ手）， グ＝1，．．．，5， 云＝3，．．．，66．
ただし，κκはトレンドであり，物および吻は残差である．Mode1Iaは観測の構造を表わし，
Mode1Ibは「トレンドは滑らかに変化する」という先験情報を表わしている．以上のMode1I
は，標準的なベイズ型平滑化モデルである．なお，調査結果が支持率の形で与えられているに
もかかわらず，残差吻の分布として上記の正規分布を仮定したのは，個々の調査の回収標本の
大きさが不明であり，調査結果のレベルが各社毎に見ると比較的一定していたためである．
 次に，共通トレンドが存在する場合について考える．共通トレンドが存在する場合のモデル
としては，様々なモデルが考えられるが，共通トレンドの存在を示すためには，Mode1Iに対し
何らかの意味において有意となる共通トレンドを含むモデルさえあればよい．精密化は次の段
階の問題である．そこで，取りあえず，次の単純な2組のモデルを仮定する．
 第1のモデルは，系統的な差異が加法的に生じるとする以下のモデルである．
 （Mode1IIa）  ツκ＝ろゴ十κf＋mκ，    mκ～i．i，d．ノV（O，σ2），     ゴ＝1，．．．，5，   1く才く66，
 （ModeエIIb） ル＝2κ’一1一κf－2＋o亡，  仇～i．i．d．M（0，δ2），  玄＝3，．．．，66．
ただし，ルは左時点における各社に共通のトレンドであり，うゴはク番目の会社の系統的な差を
生じさせる成分で，識別可能性を考慮しろ。二0とする．Mode1IIaは観測の構造を表わし，
Mode1IIbは，Model Ibの場合と同様，「トレンドは滑らかに変化する」という先験情報を表わ
している．以上のMode1IIは，分散分析における変量効果モデルの特殊な場合とも考えられる．
 第2のモデルは，系統的な差異が乗法的に生じるとする以下のモデルである．
 （Mode1IIIa） 〃＝ろ〃十mκ，  舳～i．i．d．W（0，σ2），  ゴ＝1，．．．，5， 1く左く66，
 （Model IIIb）  κ士＝2κ士＿1一κ‘＿2＋仇，    晩～i．i．d．jV（0，δ2），    左＝3，．．．，66．
ただし，〃およびろ。はMode1IIと同じ意味で用いるが，ろ。に対する制約条件ばる。＝1とする．
また，Mode1IIbとMode1mbが同一である点を指摘しそおく．
 以上，3組のモデルを仮定した．これらのモデルを比較し，Mode1IIないしIIIが最善のモデ
ルとして選択されれば，共通トレンドの存在が示される．ちなみに，Modと1IIが選択されると，
モデルに基づく推定値をハット付きで書けば
             夕お一夕κ＝ろ｛十瓦一ろゴー島＝島一島
となり，各社の観測変量の推定値間の差は，共通トレンドの推定値間の差に等しくなる．また，
Mode1IIIが選択されると，
               正、／夕κ＝（ろ冴、）／（ろゴ島）＝亙、／島
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となり，各社の観測変量の推定値間の比は，共通トレンドの推定値間の比に等しくなる．従っ
て，何れの場合にも，各社g観測変量の推定値からでも共通トレンドの推移に関する情報を抽
出できる．一方，Mode1Iが選択されると，各社毎に個別のトレンドが存在するとしか言えず，
調査技法に依らない情報を抽出するためには，モデルを更に工夫する必要が生じる．
 4．推   定
 本章では，前章で仮定した3組のモデルに対する推定法について述べる．仮定したモデルは
何れもベイズ型平滑化モデルであり，ベイズ型尤度と事後密度を用いて，未知変数および変量
を推定する．詳細についてはAkaike（1980）を参照されたい．
4．1Mode1Iに対する推定法
推定法について述べるために，仮定したモデルを密度の形で書く．先ず，ModelIaであるが，
これは次のように書ける．
力（小，σ1）町・…！一。ち葦（篶一・洲一刈， ゴ＝1，．．．，5．
ただし，篶はク番目の会社の調査結果ルを調査時点順に並べた伽x1のベクトルであり，κF
（舳，．．．，κゴ。。）’である．また，ルはルと〃の添字を符合させるための0と1を要素とする伽×
66の計画行列である．一方，Mode1Ibは次のように書ける．
      力（ル1，佃伽1声…／一。去手（酬剛，1一・，…，・・
ただし，κ、F（κ｛。，．．．，κ。。。）’であり，亙はκκの線形関係を記すための0，1および一2を要素とす
る64×66の計画行列である．Mode1Ibは
力（篶111）㏄1・・・…1一金（亙篶γ（酬1， ク＝1，．．．，5
として灼のimproperpriorとしても扱えるが，本稿ではモデル選択をする必要があるため，κ｛。
およびκゴ。を変量ではなく変数とみなし，前記のようにx。ゴのproper priorとして扱う．
 さて，推定であるが，Mode1Iは会社毎に分離可能なので，以下のように会社毎に推定する．
先ず，ベイズ型尤度
ム（舳以11）一ん、州舳1）力（伽1机佃11）狐
を最大にする元ゴ、，元。。，6書およびδ書を求める．ただし，児（κ、ゴ）は伽の台を表わす．次に，こ
れらの最尤推定値の下で，事後密度
        力（κ、ゴ1ツゴ，κ｛1，狛2，σ茅，δ葦）㏄力（ヅ｛1κi，σ…）力（κ、ゴ1κ｛1，κn，δ茅）
に関するκ、ゴの条件付き事後平均を求める．以上の手続きは，ベイズ型尤度と事後密度を具体的
に書き下すと，結局，心に関する重み付き最小2乗問題とλFσf／δ｛に関する単変数非線形最適
化問題に帰着し，ハウスホルダー変換と直線探査法を用いて，容易に実行できる．モデル全体
の尤度は
               L∫＝r正五。〃（κゴ1，κ｛2，σ茅，δ茅）
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により与えられる．
4．21Mode1IIに対する推定法
Mode1IIaは密度の形で次のように書ける．
力（ル仏σ・）㏄ゴ・…1一。レ（ツー・ト肘（ツー・ト・κ）1
ただし，ツ：（ツ1，．．．，ツ；γ，6＝（ろ、，．．．，ろ。γおよびκ二（κ、，．．．，為6）’である．また，0および〃はル
とろ｛およびκ士の添字を符合させるためのOと1を要素とするmx4およびm×66の計画行列
である．一方，ModeHIbは次のように書ける．
力（肌1舳・）ψ…1一。妄（亙κγ（酬！
ただし，κ、＝（κ3，．．．，κ66）’である．
 推定法はMode1Iの場合と同様である．先ず，ベイズ型尤度
Lル・，佃σ㍉δ2）一ん、力（ツ1いσ2）カ（心1舳δ2）狐
を最大にするう，亙。，元。，σ2およびδ2を求め，次に，これらの最尤推定値の下で，事後密度
        力（κ、Lγ，6，κ1，κ2，σ2，δ2）㏄カ（．γ1わ，X，σ2）力（X，1κ1，κ2，δ2）
に関するx。の条件付き事後平均を求める．以よの手続きも容易に実行できる．
4．3ModeHIIに対する推定法
Mode1IIIaは密度の形で次のように書ける．
力（州篶・）町・…1一。レ（ツー州ツー刷／
ただし，丑はOとあを要素とするnx66の計画行列である．従って，Mode1IIbと同一である
Mode1IIIbを併せて，ベイズ型尤度は
L・（へ舳σ㍉δ2）一ん、力（出篶σ2）力（必1舳δ2）狐
と書け，事後密度は
        力（κ、1：ヅ，う，κ1，κ2，σ2，δ2）O⊂力（y16，X，σ2）力（κ、1κ1，κ2，δ2）
と書ける．ただし，Mode1IIIaが非線形であるため，推定はMode1IおよびIIの場合ほど単純
ではない．本稿では，以下の変形EM一アルゴリズムにより推定する．
 O．初期値として，ろlo）＝0および元1o〕＝y。壬を与え，プ＝1とする．
 1．E一ステップとして
            卯〕＝⊥Σ劣皇1、，   6＝1，．．．，5
               mゴ吉κf
  を実行し，ろ1を推定する．ただし，左はルが存在する範囲を動く．
2．max。呈。，．．．，。1ろ≦ゴ）一〃一1）1＜αならば，プー1一回目の繰り返しにおける最大尤度や推定値を
 最終的な値として，手続きを終了する．αとしては小さい数，例えば，0，001を採る．終
 下しない場合は，ろ65）←1とし，次のステップに進む．
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3．M一ステップとして，ろFろ15）という条件の下で，ベイズ型尤度および事後密度によりろ｛
  以外の変数および変量を推定する．ろゴが固定されれば，Mode1IIIaは線形となるので，
  Mode1IおよびIIの場合と同様の方法により推定できる．推定された各トレンドの値を
  神）とし，プ←プ十1としてステップ1に戻る．
 5．モデル選択
 仮定したモデルの内から最善のモデルを選択するためにAIC（Akaike’s Information Crite－
rion，Akaike（1973））を用いる．AICは
          〃C＝一2×1og（最大尤度）十2×（自由変数の数）
により定義される．尤度としてベイズ型尤度を用いる場合には，AICはABIC（Akaike’s
Bayesian InformationCriterion，Akaike（1980））とも呼ばれる．
 さて，仮定した各モデルに対するAICは，Mode1I，IIおよびIIIに対するベイズ型尤度に含
まれる自由変数の数が，各々，20，8および8であるため，
           A∫Cエ ＝一21og l［し工。〃（元｛1，元｛2，6書，δ多）十40，
           A∫C∬ ＝一21og L∬（6，元1，ギ2，62，δ2）十16，
           ノ⊥∫C〃 ＝一21og工。〃（6，f1，元2，62，δ2）十16
により与えられる．これらを用い，AIC最小を実現するモデルを最善と判断する．
 6．結   果
 本章では，解析結果について述べる．
 先ず，図2に，Mode1Iにより推定されたトレンドを示す．会社AおよびBのトレンドは湾
曲した形状をしている．両社のトレンドの形状は，詳細には異なっているが，大局的には類似
している．一方，会社CおよびDのトレンドは直線的となった．また，会社Eのトレンドは直
線的ながらもやや湾曲し，他4社の中間的な形状を示している．
 次に，図3に，Mode1IIにより推定されたトレンドを示す．Mode1IIによる場合，各社のト
レンドの形状は全く同一であり，図表的には共通トレンドが縦軸方向に移動しているにすぎな
い．にもかかわらず，その当てはまり具合は比較的良好といえる．ただし，子細に観察すると，
例えば，会社Dのトレンドは前半が過大評価で後半が過小評価であるといった点も見られる．
 更に，図4に，Mode1IIIにより推定されたトレンドを示す．Mode1IIIの場合，各社のトレ
ンドは共通トレンドの定数倍で与えられるから，形状は厳密には一致しないが，推移の様相は
全く同一である．当てはまり具合を見ると，Mode1IIの場合よりやや良好であり，Mode1IIの
会社Dに見られた偏りは僅かながら改善されている．
 最後に，各モデルに対する最大対数尤度とAICの値を表1に示す．AICはMode1IIIにおい
て最小となった．この結果により，Mode1IIIが最善と判断される．ちなみに，Mode1IIIは，自
由変数の数が最小でありながら最大対数尤度が最大であるから，自由変数の数による補正抜き
でも，最善と判断できる．同時に，Mode1Iの自由変数の数を，例えば，σ茅＝σ2およびδ手＝δ2
として減らしても，Mode1IのAICが最小となる可能性はないとも判断できる．
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表1．各モデルに対する最大対数尤度とAIC．
モデル   最大対数尤度
I      －318．8
II         －317．6
III         －313．3
自由変数の数   AIC
20       677．6
8       651．2
8       642．6
7．おわりに
 調査技法の違いに起因すると考えられる差異を示す民間機関5社による継続世論調査の結果
を，3組のベイズ型平滑化モデルを用いて解析した．その結果，各社の調査結果には調査技法に
依らない共通トレンドが存在し，各社の観測変量の推定値からは共通トレンドの変化率を推定
できるとの示唆が得られた．これは，世論調査の結果が調査技法に依存していても，継続調査
と平滑化法により，調査結果から世論の動向に関する情報を抽出できる可能性を示している．
 最後に，査読者の方々に感謝申し上げます．
参考文献
Akaike，H．（1973）．Information theory and an extension of the maximum1ike1ihood princip1e，
    ∫ecoma∫mオem励。mαZ③mク。∫加m om∫mヵ7m励。n乃eoη（eds．B．N．Petrov and F．Csaki），267－
   281，Akademiai Kiado，Budapest．
Akaike，H．（1980）．Like1ihood and the Bayes procedure，τmろ勿。∫aeふ勉aゐガ肌31，143－166．
柏木宣久（ユ982）．、圃場試験に抄ける地力の推定，統教研彙報，30，1－10．
Kashiwagi，N．（1991）．Bayesian detection of structuraI changes，Amm．7msた∫械肘Mα仇，43，77－93．
Kashiwagi，N．（1993）．On use of the Ka1man ilter for spatial smoothing，λmm．∫m∫左∫械鮒Mo肋．，45，
   21－34．
柏木宣久，伊谷昭幸（1986）．順序統計量とベイズ型平滑化条件に基づく条件付き百分位数の推定，統計数
   理，34，213－220．
柏木宣久，岸野洋久（1987）．系列データの平滑化，∫m伽m肋。m，No．8，112－117．
柏木宣久，柳本武美（1990）．平滑化法とそのソフトウェア，応用統計学，19，79－92．
Kashiwagi，N．and Yanagimoto，T．（1992）．Smoothing seria1count data through a state－space mode1，
   励。me肋。S48．1187－1194．
Proceedings of the Institute of Statistical Mathematics Vol．42，No．1，63－73（1994）73
Obtaining Information from Time Series Opinion Po11
          Data Using a Smoothing Method
                    ACaseStudy
                  Nobuhisa Kashiwagi
           （The Institute of Statistical Mathematics）
   The usefu1ness of time series opinion po11data is shown through the ana1ysis of actua1
data using a smoothing method．The data sets ana1yzed are the time series of the
proportions of pub1ic supPort of the Libera1Democratic Party of Japan which had been
co11ectedbyive companies independent1y from Jamary1975to June1980．Amongthe丘ve
companies’resu1ts，there exist some differences other than samp1ing variation．Such
differences are be1ieved to be caused by the differences among the survey techniques．To
test whether the丘ve companies’resu1ts invo1ve objective information about pub1ic opinion
in spite of the existence of such differences，three smoothing modeIs are app1ied and the
best it one is se1ected among them using Akaike’s Information Criterion．As a resu1t of
the ana1ysis，it is suggested that，in the ive companies’resu1ts，there exists a common trend
which is independent of the survey techniques，and that the change rates of the common
trend can be estimated from the estimates of the observed variab1es of each company．
This shows the possibi1ity that information about trend of pub1ic opinion can be obtained
from time series opinion po11data using a smoothing method，even though the resu1ts of
opinion po11s dePend on the survey techniques．
Key words：Akaike’s Information Criterion，Bayesian method，model likelihood，opinion po11，
smoothing，time series．
